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九州圏における地域の存続・再生に関する調査検討委員会

集落の存続・維持に向けた今後の展開について
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１）既往の調査結果から得た九州圏の集落現況（その１）

集落アンケート調査結果や4集落における集落元気づくりのための寄合い等を通じ、集落の小規模化・

 高齢化に伴う集落の機能維持が困難となる実態が把握された。集落機能の維持が困難になる理由として、

 小規模化や高齢化に伴う人材組織の低迷や集落資産の維持が困難になることがあげられる。

■小規模・高齢化に伴う集落の影響
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人口ピラミッド

八重集落（西米良村）
（85人、31世帯）

知之浦集落（瀬戸内町）
（15人、8世帯）

集落

小規模・高齢化が進むと集落活小規模・高齢化が進むと集落活

 動の実施・継承が困難となる動の実施・継承が困難となる

集落資産の管理が困難集落資産の管理が困難

今は使われていない祭場道路の維持管理が困難

耕作放棄地（不在地主化） 管理できない空き家

集落の小規模・高齢化の構造集落の小規模・高齢化の構造

他出 住民他出 住民

他出 住民他出 住民

他出他出

他出
他出

（○：区長）

集落への居住が困難となり、
管理されない地域の増加懸念

未活用資源の増大未活用資源の増大

集落維持活動の継承困難集落維持活動の継承困難

集落資源の未活用・喪失懸念集落資源の未活用・喪失懸念

区長

区長
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瀧春山集落（椎葉村）
（17人、8世帯）
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阿多地集落（瀬戸内町）
（11人、8世帯）

他出 住民他出 住民

他出 住民他出 住民

他出他出

他出他出

区長

区長

昔は使われていた田畑の耕作

 

が困難となり、未利用地が増加

 

する。また、その所有者も集落

 

にいなくなり、相続による分筆が

 

進むことが懸念される。

親戚等に管理を委託していても、

 

高齢化の進展と共にその管理も

 

困難となり、朽ち果てていく。

伝統文化を担う次世代が他出

 

することにより、集落の伝統文

 

化の継承が困難となり、大切に

 

守れてきた資源が失われる。

小規模・高齢化が進む集落は、

 

地形的に末端部に位置すること

 

が多いため、道路の維持が困

 

難となると、生活サービスが享

 

受困難となる。

男性 女性

男性 女性 男性 女性

男性 女性

集落維持活動

 

を継承可能

集落維持活動が

 

区長に集中
継承困難

集落維持活動が

 

区長に集中
継承困難
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鳥獣被害等の増加

山林・田畑の管理

地域行事の営み

共同作業の営み
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日用品・食料品の買出し
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日常の移動手段

預貯金の出し入れ

災害発生

避難活動

集落の孤立

２）既往の調査結果から得た九州圏の集落現況（その２）

■小規模・高齢化に伴う集落の影響
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八重集落（西米良村）

知之浦集落（瀬戸内町）

集落元気づくりへの取組意欲（集落住民アンケートより）集落元気づくりへの取組意欲（集落住民アンケートより） 集落における不安（集落住民アンケートより）集落における不安（集落住民アンケートより）
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生活の不安
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瀧春山集落（椎葉村）
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生活の不安

集落生活における不安の増加集落生活における不安の増加集落活動への取組意欲の低迷集落活動への取組意欲の低迷

八重集落（西米良村）
（85人、31世帯）

瀧春山集落（椎葉村）
（17人、8世帯）

阿多地集落（瀬戸内町）
（11人、8世帯）

阿多地集落（瀬戸内町）

住民自らの手による集落維持活住民自らの手による集落維持活

 動が困難になる動が困難になる
集落への居住が困難となり、
管理されない地域の増加懸念

生活における不安の増加により、生活における不安の増加により、

 居住継続が困難になる居住継続が困難になる

知之浦集落（瀬戸内町）
（15人、8世帯）

集落の小規模・高齢化が進むこと

 

により、周辺集落との協力により

 

集落元気づくりの取組を行いたい

 

との意向が高い

ある程度の規模があるため、集落

 

元気づくりは集落内で話し合って

 

実施する意向が高い

集落の小規模・高齢化が進むこと

 

により、集落活動の継承が困難と

 

なり、集落元気づくりの取り組み

 

意欲がなくなる



３）今回の調査において実施してきた集落元気づくりの流れ（案）

本検討において実施してきた外部支援が必要となる集落の抽出から集落元気づくりを展開するまでのフ

 ローを示すと以下のとおりとなる。
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スタートスタート 基礎調査基礎調査
（統計データの活用等）（統計データの活用等）

基礎調査基礎調査
（集落へのアンケート調査）（集落へのアンケート調査）

支援不要支援不要

支援必要支援必要
ＷＳ（寄合い）ＷＳ（寄合い）

 の開催の開催
集落の課題と集落の課題と

 方針の確認方針の確認
具体の内容の具体の内容の

 抽出抽出

集落元気づく集落元気づく

 りの実施りの実施

① 対象となる「典型的な小規模・高齢化集落」の抽出

②「集落元気づくり」
に向けた集落タイプ分類

③「集落元気づくり」の可能性検討

集落の分類集落の分類

※抽出の過程において整理される、集落維持

 
において求められる活動の内容と担い手の例

活動の担い手

集落住民

他 出 者

周辺集落

Ｎ Ｐ Ｏ

大 学

企 業

行政

基礎自治体（市町村）

広域自治体（県）

国

活動の内容

寄合い

清掃

祭り、消防団の連携

医療、休耕田活用

勉強会、体験学習、商品開発

道路・河川の管理

他地域の情報提供等

補助事業等





 

自治体の協力により、典型的な小

 
規模・高齢化集落を把握し、対象と

 
なる集落を抽出

４）九州圏における集落の存続・維持に向けた対策イメージ

集落の存続・維持のために、従前から展開してきた集落支援対策に加え、「集落元気づくり」の展開が有

 効であるとの調査結果を得た。集落の存続・維持に向けた対策の実施にあたっては、「集落基礎調査」、

 「集落元気づくりの展開」、及び「モニタリング」の各段階に応じた外部支援を行っていく必要がある。

■集落の存続・維持に向けたプロセスと課題

※本調査において「典型的な小規模・高齢化集落」を、自治体が実感する「存続が危ぶま

 

れる集落」のうち、客観的評価に基づき高齢化率で概ね30％以上、世帯数で概ね150世帯

 

以下の集落として定義した。（「存続が危ぶまれる集落」の概ね9割をカバーした）

②「集落元気づくり」に向けた集落タイプ分類

① 対象となる「典型的な小規模・高齢化集落」の抽出
◇対象となる集落は、九州圏において将来、存続・維持が懸念される集落

◇集落の存続・維持に向けた取り組みの実態・意向把握（集落元気づくりのための準備）
※集落タイプを分類し、集落外部支援が必要な場合は、その支援団体を把握
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基
礎
調
査

主な課題等 専門性及び技術・知識等

支援対象とする集落の条件設定


 

集落の捉え方が多様で自治体の

 
関与が必須



 

集落現況の安定的把握と継

 
続体制

主な課題等 専門性及び技術・知識等



 

集落内外の状況から支援必要性

 
を判断
生活形態の把握
活発な活動集落への間接的支援



 

支援の必要性を客観的に判

 
断するしくみ（場合によって

 
は学識者からの助言など）

③「集落元気づくり」の可能性検討

◇集落の不安・資源の把握

集落の世帯毎に対する基礎調査

集
落
元
気
づ
く
り



 

集落住民・他出者の意向をまと

 
め、集落の現状を伝える

【支援体制】

【小規模・高齢化集落の状況把握】



 

自治体の協力により、集落分類タ

 
イプを分け、集落元気づくりのプ

 
ロセスを立案

【集落元気づくりの準備】

支援に関する主な課題等 専門性及び技術・知識等

０段階
参加の場の

 

創出



 

住民アンケートに多く

 
の時間と労力を要す


 

直接支援に向けた信頼

 
関係の構築


 

一定期間の継続的に従

 
事できる体制



 

集落住民・他出者の意向

 
アンケート結果や客観的

 
データにより分析



③「集落元気づくり」の可能性検討

④持続的な「集落元気づくり」の展開

◇集落元気づくりの持続的な実施に向けた体制構築と事業導入
※必要に応じて、外部支援を投入、あるいは集落の再編
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◇集落の存続・維持のための事業効果検証
※定期的に集落の実態をモニタリング

集
落
元
気
づ
く
り

⑤ 集落の存続・維持に向けたモニタリング

集
落
元
気
づ
く
り

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

外部支援者も含めた寄合いの開催

取り組みの実施（八重集落）

桜のライトアップ

◇集落元気づくりの方向性検討
（ワークショップ）

◇実現性が高い取組から実施



 

集落元気づくりのためのノ

 
ウハウの提供と寄合いを通じ

 
た人材育成（キーマンの育

 
成）



 

集落支援が可能な他出者・

 
周辺集落・大学・NPO等を

 
自治体と共に発掘



 

例えば知恵袋集等による集

 
落支援の先行事例提供や活用


 

集落元気づくりのフォロー

 
アップ（追加支援判断）

【集落支援ノウハウ】支援に関する主な課題等 専門性及び技術・知識等

１段階
気づきの誘発



 

参加者のアンケート結

 
果や寄合い内容を共有


 

外部支援者は有意義な

 
議論の一役を担う



 

外部の目による集落資源

 
の発掘


 

ワークショップファシリ

 
テーション技術（中立的

 
立場による話し合いの進

 
行）及び集落支援に関す

 
る知識


 

ワークショップ新聞等の

 
発行によるフィードバッ

 
ク


 

集落元気づくりの実現性

 
の判断


 

単独の取り組みに対する

 
見極め・誘導


 

継続的な取り組みに関す

 
る知識の活用

２段階
集落元気づくりの

 

方向性

集落等の主体的発意


 

集落全体の共通認識と

 
して進める
中心人材の発掘

３段階
自ら実行する意思



 

可能な限り自立的な取

 
り組みとする


 

外部支援者は係わりの

 
深い者が適す
負担の少ない取り組み

４段階
元気づくりの実施



 

楽しみ・生きがいにつ

 
ながるよう工夫

住民自らの手による集落元気づくり

【外部支援体制の検討】

【集落支援専門知識】



①集落の存続・維持対策が求められる「典型的な小規模・高齢化集落」

集落の存続・維持に向けた対策が求められる集落は、九州圏において将来、集落の維持が困難となる集

 落であり、その中でも特に小規模・高齢化が進む集落への対応策を検討する必要がある。また、小規模・

 高齢化が進む集落のうち、自ら集落維持に取り組むことが困難な集落への対策も重要である

■集落の存続・維持に向けた対策が求められる集落

九州圏の全集落数

 

28,234集落（H19年アンケート）

集落の維持が困難となる集落※550集落（H19年アンケート）
※自治体が認識する将来維持が困難になると想定される集落を

 
アンケート調査により把握した

典型的な小規模・高齢化集落（481集落）
（※自治体が認識する将来維持が困難になると想定される集

 
落を高齢化率・世帯規模の客観的指標により抽出したもの）

集落維持に向けた取組が可能
(22.6%)

自ら集落維持に向けた取組

 
が困難（67.0%）
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集落維持に向けた取組を実施

 
(10.4%)
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化

0 100 200 300 400 500 600 700 800
世帯数

高
齢
化

農山漁村地域 離島 中心市街地 郊外住宅地 昨年度調査実施

※典型的な小規模・高齢化集落
「存続が危ぶまれる集落」として自治体

 
が実感する集落の概ね9割をカバーする、

 
高齢化率で概ね30％以上、世帯数で概ね

 
150世帯以下の集落」



②「集落元気づくり」に向けた集落タイプ分類

小規模・高齢化集落は今後も増加することが予想され、自主的な集落機能維持が行われなくなった場合、

 その影響は国土保全や地域資源管理に影響を及ぼし、管理されない地域の急激な増加が懸念される。

 そのため、集落機能維持が持続的に行われるための対策（支援）である「集落元気づくり」が必要となる。

■小規模・高齢化のタイプ分類

7

集落元気づくり

 

への関心

典型的な小規模・高齢化集落
高齢化率概ね30％以上、世帯数概ね150世帯以下

支援型集落
(取組意欲有・
外部支援)

集落単独での
取組

情報不足
(現時点では
情報無し)

自前型集落
（取組中）

関心有 69.4%
（アンケート回収）

集落元気づくり

 

への取組

自立型集落
(取組意欲有）

意欲喚起型集落
(取組意欲無)

取組なし
59.0%

集落の現状が把握でき

 

ず、引き続き情報収集

 

が必要な集落

集落元気づくりへの取

 

組意欲はがなく、自立し

 

た取組も困難であるた

 

め、住民の意欲を喚起

 

する必要がある集落

集落元気づくりへの取

 

組意欲はあるが、自立し

 

た取組が困難であるた

 

め、外部支援を考慮す

 

る必要がある集落

集落元気づくりへの取

 

組意欲があり、自立した

 

取組が可能である集落

集落元気づくりを展開する上

 
で考慮すべき集落タイプ分類

  

自分の家の自慢の品を持ち寄って

朝市を定期的に開きたい 

空き家を活用して他の地域

の人たちに自分たちの暮ら

しを体験させたい 

珍しいもの(祭り生物、

名水、遺跡)を活用して

都市住民と交流したい

昔やっていた祭り・芸能

を出て行った人たちも

呼んで残していきたい 

農地や山林の荒廃を食い止めたい 

集落元気づくりのイメージ

外部支援による取組を検討 集落単独での取組が可能

集落の世帯数や、集落に

 

おける人材・組織の状況

 

から集落単独での取組が

 

可能かどうかを判断

自立した取組の
意欲

図

 

H19年調査において存続が危ぶまれる集落があると回答

 

した自治体

※図中の、表記されている割合（％）はH20年集

 

落アンケート調査より算出した参考数である。

 

（135自治体、481集落を対象としたアンケート

 

調査）
※アンケート調査は、将来存続が危ぶまれる集落

 

があると回答した自治体に対し、実施した結果

集落元気づくりを自らの

 

意志により取り組むこと

 

が出来る集落

継続した情報収集

意欲あり
37.6%

支援必要
15.0%

自立可能
22.6%

既に取り組んでいる
10.4%

取組意欲無し
21.4%

関心無 30.6%
（アンケート未回収）

存続の懸念される集落数

なし
1集落
2集落
3集落
4集落
5集落



③集落元気づくりの可能性検討

集落元気づくりの実施には集落の意向や実情（段階）に応じた方針に基づく支援を実施する必要があり、

 外部支援の展開方策も集落のタイプにより異なる。すなわち、集落の実情が厳しくなるほど、集落機能維

 持に係わる外部からの支援がより多く必要となる

■集落の意向・段階に応じた集落元気づくりのプロセス
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集落タイプ 集落タイプ説明 支援方策

STEP1 STEP2 STEP3

基礎情報収集（０段階）
集落元気づくりのきっかけづくり

 

（１～３段階）
集落元気づくりの実施（４段階）

アンケート調査 寄合い（ワークショップ） 知恵袋の活用

自前型集落

（取組中）

集落元気づくりを自

 

らの意志により取り

 

組むことが出来る

 

集落

集落の維持活動が

 

持続するためのア

 

イデア・事業提供

支援の必要なし 支援の必要なし 必要に応じて集落が応募し、実

 

施

自立型集落

（取組意欲有）

集落元気づくりへの

 

取組意欲があり、自

 

立した取組が可能

 

である集落

集落元気づくりの

 

きっかけを与え、主

 

集落元気づくりの基

 

本方針を策定

集落元気づくりを実施する上で

 

の生活不安と集落資源を外部か

 

らの目により把握・評価

集落元気づくりのための寄合い

 

を集落にて開催し、きっかけを与

 

える

集落元気づくりの基本方針に応

 

じて必要な事業をセットで提供

支援型集落

（取組意欲有

・外部支援）

集落元気づくりへの

 

取組意欲はあるが、

 

自立した取組が困

 

難であるため、外部

 

支援を考慮する必

 

要がある集落

外部支援者を含め、

 

集落元気づくりの

 

きっかけを与え、集

 

落元気づくりの基本

 

方針を策定

集落元気づくりを実施する上で

 

の外部支援者把握
外部支援者も参加した上で、集

 

落元気づくりワークショップを開

 

催し、きっかけを与える

外部支援者と協働で実現できる

 

基本方針に従って提供

意欲喚起型集落

（取組意欲無）

集落元気づくりへの

 

取組意欲がなく、自

 

立した取組も困難で

 

あるため、住民の意

 

欲を喚起する必要

 

がある集落

取組意欲が無い原

 

因を明らかにし、そ

 

の要因解決に向け

 

た対策が可能であ

 

るか検討する

取組意欲がない原因把握 取組意欲がない原因を明らかに

 

するため、集落住民が外部支援

 

者を含めた寄合いを開催

基本方針策定後に事業実施

情報収集不能型

（現時点では

情報なし）

集落の現状が把握

 

できず、引き続き情

 

報収集が必要な集

 

落

今後とも情報提供

 

を行い、集落元気

 

づくりの取組を集落

 

に啓発する

基礎情報の収集が必要 開催困難 事業困難

支援なし 支援なし 自立

一部支援 一部支援 自立

一部支援 継続支援 継続支援

継続支援 継続支援 実施困難

実施困難 実施困難 実施困難



集落集落

④持続的な「集落元気づくり」の展開のための外部支援

集落の小規模・高齢化が進むと、持続的な集落元気づくりを集落単独で実施することが困難となる傾向

 がある。そこで、初期の段階において外部支援体制の構築検討を行い、外部支援者とともに集落元気づ

 くりを検討する。外部支援者は、対象集落の地縁・血縁者による支援ほど、持続性が高まる傾向にある。

■集落元気づくりにおいて考えられる外部支援

集落

都市部、あるいは近隣の大学、NPO等の団

 
体が、集落元気づくりの取組を支援
【課題】集落と外部支援団体の持続的な活動

 
を展開できる環境づくり（事業・交流施設）や相

 
互理解（特に受入側の集落の理解）が必要

大学・NPO等団体による支援

集落支援

周辺の集落が連携し、集落元気づくりへの取組を支

 
援（地縁）
【課題】集落間の距離が近い（地形）、あるいは集落同士

 
のつながり（コミュニティ）がある程度存在する時に可能

周辺集落による支援

集落近隣に在住の他出者とともに集落元気づくりの

 
取組を支援（血縁）
【課題】他出者団体があること、あるいは新たに結成する

 
など、場合によっては結成に向けた調査・支援が必要

他出者による支援

周辺集落

他出者

【支援事例】

 
小学校区での校区活動を集落行事に取り入れたり、集

 
落維持活動を持ち回りで実施していくなどの事例がある。

 
中には、都市交流を集落連合体により進めた好事例も

 
存在する

【支援事例】

 
定期的な集落維持活動への参加から集落行事の共

 
同運営など、従来の集落活動を経験している他出者な

 
らではの支援が可能【支援事例】

 
新たな視点による集落資源の活用や、都

 
市交流の推進等を行った事例が多い。

参画意志のあるNPO数

なし
1～9
10～19
20～29
30～39
40～52

※H19年調査において「地域の存続・再生」を目的とし

 

た社会実験に参画意志があると回答したNPO団体数と

 

所在

集
落
支
援

集
落

支
援

大学・NPO等

集落と外部支援者を結びつけ、集落元気づくりを円

 
滑に進める支援を行う
【課題】集落の身近な支援者として認識される一方で、支

 
援の是非において中立的な立場を取りにくく、集落側が

 
依存してしまう可能性もある。

行政による支援

集落支援へ意向を示したNPO団体数

地域連携センター等を有する大学

【支援事例】

 
集落における生活支援サービスの提供以外に、集落

 
元気づくりの展開に向けた地域振興への支援等行った

 
事例がある。

大学数 短大・高専数
うちセンター有 うちセンター有

福岡県 34 20 27 9
佐賀県 2 1 2 2
長崎県 8 5 2 2
大分県 5 1 1 1
熊本県 10 4 2 2
宮崎県 7 4 1 1
鹿児島県 6 3 2 2
山口県 11 8 4 4
合計 83 46 41 23 9
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